
1 

 

 
 

年金の現状と今後の課題 
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 本日の講演内容 

・若者と年金 

・年金の現状 

・今後の課題 
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若者と年金（1） 

 

・本当に年金は、もらえるのか 

・若い人は公的年金で損する？ 

・見えにくい年金給付 

・否応なしの年金負担 

・公的年金は、なぜ必要か 
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若者と年金（2） 

本当に年金は、もらえるのか 

 

・国が無くならない限り、年金は必ずもらえる 

   給付不払い → 政権批判が強まる 

・過去、国の年金がもらえなくなったという事例は、ど

この国にもない 

    cf.  企業年金・個人年金 
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若者と年金（3） 

若い人は公的年金で損する？ 

 

・そもそも全員がトクになる制度はない 

・年金制度内部に限定した損得勘定 

    祖父母の世代 vs 現代の若者 

             長寿者 vs 短命で終わる人 

          負担の先送り 

・年金制度の枠を超えて 
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若者と年金（4） 

見えにくい年金給付：身近な人に引き寄せて考える 

・祖父母：公的年金が生活の基本原資 

    偶数月の15日、お小遣いの日 

             公的年金制度が仮に無かったとしたら、どうなる 

・自動車や原付バイクによる死傷事故 

    事故率は20歳台が最も高い 

    障害基礎年金は年間98万円（または78万円） 

・父を高校卒業時点までに無くした友人の例 

    高校卒業時点まで遺族年金を受給することができ

た可能性大 
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若者と年金（5） 

否応なしの年金負担 

・公的年金の基本原則 

    保険料拠出なしに給付はない 

・20歳からの保険料納付強制 

    参考資料：日本年金機構「5分で分かる！学生のた
めの知っておきたい年金のはなし」 

・学生納付特例制度 

    手続きは毎年度する必要がある 

    親の所得は考慮されない 

    納付猶予を受けた人の内、追納をした人は約15％ 
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若者と年金（6） 

公的年金は、なぜ必要か 

・自分の老後は自分で仕切る？ 

    50年後、70年後まで確実に見通せるのか：人知の
限界 

・老後の生活は自分の子供に支えてもらう？ 

    都市化の進行と老後期間の長期化 

・貧困老人の増大：社会不安を助長 

→老人を社会全体で順繰りに支えるしくみの必要性 

    そのための負担は、いわば会費 
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年金の現状 

 

・日本人の10人に３人は年金受給者 

・老齢年金：平均受給月額 

・受給月額はバラツキが大きい 

・岡山県関連の計数 

・年金保険料と国庫負担 

・年々の収支状況 

・積立金残高 
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受給者総数と平均年金月額 

・  公的年金の受給者総数：3991万人（2015年３月末時点） 

   総人口の31 ％ 

 

・ 老齢（退職）年金：平均給付月額（男女計） 

   厚生年金保険  15万4000円 

  国家公務員共済  20万1000円 

  地方公務員共済  20万7000円 

  私学共済   20万2000円 

   国民年金     5万7000円 

    注） 繰り上げ・繰り下げ受給等を除く 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男女別にみた老齢年金給付月額の分布（厚生年金保険） 
11 

注） 厚生年金保険における老齢年金受給権者の場合（基礎年金月額を含む） 
出所） 厚生労働省「平成24年度 厚生年金保険・国民年金事業年報」（23頁） 
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岡山県関連の計数 

・  岡山県における年金受給総額（2014年度） 

   9600億円程度 

    cf. 岡山県最大の産業 (石油製品・石炭製品)：            

出荷額は約1兆6800億円 

 

・  岡山県の県民所得（2013年度） 

   5兆4000億円強 

 

・  県民所得に占める年金給付の割合（岡山県） 

   17. 8 ％ 
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年金保険料と国庫負担 

・  厚生年金保険料：2016年5月時点 

   17.828 %（労使折半） 

・  国民年金保険料：2016年4月時点 

   1万6260円（１人月額） 

・  国庫負担：2016年度当初予算ベース 

   11兆7700億円 

    うち4兆1900億円（36 %）は事実上、国債発行で  

賄われている 
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年々の収支状況 

・  厚生年金保険（決算ベース） 

 

 

 

 

・  国民年金（決算ベース）    

年度 収入合計（うち保険料） 支出合計 収支残 

2012 33.32 （24.15） 36.81 △3.49 

2013 35.78 （25.05） 37.63 △1.86 

2014 40.49 （26.32） 38.71    1.78 

年度 収入合計（うち保険料） 支出合計 収支残 

2012 3.86 （1.61） 4.31 △0.45 

2013 3.92 （1.62） 4.10 △0.18 

2014 3.84 （1.63） 3.74    0.10 

（兆円） 

（兆円） 
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積立金残高と積立比率 

 

 

 

 

 

   

制度 積立金残高 積立比率 

厚生年金保険  136.7兆円  4.1 

国民年金 9.3兆円 5.0 

国家公務員共済 7.8兆円 5.1 

地方公務員共済 42.5兆円 9.4 

私学共済 4.2兆円 8.9 

（2015年3月末時点） 
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今後の課題 

 

・  年金にまつわる不信・将来不安の解消 

 

・  給付水準対策 

 

・  その他 
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年金不信と将来不安 

・  財政破綻の恐れ：本当か 

積立金の枯渇？  

少子高齢化／低成長経済／デフレ 

容易でない給付抑制・負担増 

 → 根強く生き残る過去の常識 
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2004年の抜本改革： 

拠出（掛金）建てへの事実上の切りかえ（1） 

・  最初に決めるのは保険料 

    厚生年金保険：18.3 ％（2017年９月以降） 

    国民年金：1万6900円（2017年度） 

・  保険料の長期固定（2018年度以降） 

・  国庫負担の引き上げ：基礎年金の1/2へ 
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2004年の抜本改革： 

拠出（掛金）建てへの事実上の切りかえ（2） 

・  決められた負担総額に合わせて給付総額を調整し

ていく。実際には、概ね100 年後（2105年度）の積

立度合いが 1.0 程度になるように給付水準を当分の

間、毎年、自動的に引き下げる 

     手段：通称マクロ経済スライド 

      （実際には人口要因スライド） 

     自動：“法律改正なし”という意味 

 

→ 年金財政を破綻させないための自動安定装置が実

装された 
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財政検証の主な役割 

 

・マクロ経済スライド発動期間の推計 

・最終的な給付水準の推計 

 

→ 給付と負担を総合的に見直す必要性の有

無を点検する 
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予想と現実の乖離 (1) 

 

・デフレの長期継続 

      2004年時点では予想外の事態  

・デフレ下ではマクロ経済スライド発動を一時的に停止す

るという例外規定がある 

 

→ 2014年度までの間に生じたのは給付水準の引き下げで

はなく、給付水準の上昇であった 

  給付の先食い 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生年金給付の標準的な所得代替率 
22 

出所） 厚生労働省年金局資料（65歳時点、夫婦2人の基礎年金を含む） 
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予想と現実の乖離 (2) 

将来、必要となる給付水準引き下げ幅が拡大した 

 

 

・2014年の財政検証によると、年金財政の長期健全化のた

めに必要となる給付水準の引き下げ幅は標準的なサラ

リーマン世帯の場合で２割強、基礎年金は３割 

・基礎年金月額（1人分） 

 2014年  6万4000円 

 2043年  4万5000円（名目） 

         3万円台（手取り） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年金水準の低下 
（一元化モデル：ケースC） 
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変質した“年金問題の核心” 

 

過去：財政破綻の恐れ 

将来：年金給付水準の大幅な低下をど
う食い止めるのか 
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主要な給付水準対策 (1) 

年金制度の枠内 

 

・受給開始年齢の引き上げ 

・保険料拠出期間の延長 
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受給開始年齢の引き上げ（1） 

・政治的には、きわめて不人気。実現には長期の年数が

必要となる 

  過去の例（60歳→65歳）：目的は財政健全化 

   1980年改革：厚生省案に留まる 

   1994年改革：定額部分のみ実施決定 

   2000年改革：報酬比例部分の実施決定 

   → 実施完了年度：2030年度（発議から50年） 

・2004年改革後、受給開始年齢を引き上げても財政健全

化には寄与しないと政府は言明し続けてきた 
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受給開始年齢の引き上げ（2） 

・受給開始年齢の自動調整制度： 

  デンマーク、オランダ、イタリアでは、平均余命の伸

長に合わせて、その分だけ受給開始年齢を自動的に引

き上げることにした 

   年金の平均受給年数を世代が違っても変えない 

   導入の目的は政治リスクの回避と公平性の実現 

   

・日本人は、これから、もっと長生きするようになる 

   自動調整制度導入の目的は給付水準の確保 

   



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

65歳時における平均余命の伸長（日本） 
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資料） 厚生労働省『第21回生命表』および国立社会保障・人口問題研究所『日本の将来人口推計（平成24年１月推計）』 
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保険料拠出期間の延伸 

 

・拠出期間を長くすれば、その分、給付も多くなる 

  当面、40年を45年に 

  スウェーデンやフランスの例 

   

・反面、国庫負担分も増大させる必要がある 
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主要な給付水準対策 (2) 

年金制度の枠外 

 

・保険料固定方式の下では、持続的な経済成長を

維持していくことが求められる（パイの拡大） 

 

→ 若者・女性・高齢者の雇用環境改善 
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最近における若者と女性の状況 

・正規の男性ホワイトカラー： 

   生涯賃金は実質で最大３割低下 

・若者や女性の非正規割合：上昇中 

   Bad Start, Bad Finish 

   両親や祖父母を年金で支える前に、安定した自分

の雇用を失っている人が少なくない 

・親の世代より豊かになれないと思う青壮年が多数派 
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賃金のフラット化 
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縦軸の１は初任給水準。横軸は新規就職時からの経過年数 

資料：年金定期便を利用した雇用と子育てに関する調査（2011年） 
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バブル崩壊後、生涯賃金は最大で30％前後、実質下落した 

 

 

 

 

 

 

 
 

   

  注） 大卒ホワイトカラー（製造業）。2005年価格表示。直近の賃金が今後も不変に維持されるケース。 

      割引率はゼロと仮定した。大企業は従業員5000人以上、小企業は100人未満。 

  資料） 年金定期便を利用した雇用と子育てに関する調査（2011年） 
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親の世代より豊かになれない：男性回答者割合（％） 
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資料） 年金定期便を利用した雇用と子育てに関する調査（2011年） 
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その他の主な課題 

 

・デフレ下のマクロ経済スライド実施 

・パートタイマー等の厚生年金保険加入 

・第3号（主として専業主婦）問題の解決 

・職域年金・個人年金の改善 
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将来への期待 

 

・２つの願い 

 
  年老いた親には品位のある生活を 
 
  現役で働く子どもには働きに見合った手取り賃金を 
 

・親子で財布を上手に分け合う 
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